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本説明書は、公園トイレ更新に伴う申請委託（粟生南・間谷南・新稲西公園）に

かかる一般競争入札に参加しようとする者に対し、入札の方法その他入札の参加に

必要な手続等を説明するものである。 

 

１ 入札に付する事項 

（1）名　　　　称　　公園トイレ更新に伴う申請委託（粟生南・間谷南・新稲西

公園） 

（2）契 約 期 間　　契約日から令和８年７月３１日まで 

（3）業 務 内 容　　公園トイレ更新に伴う申請委託（粟生南・間谷南・新稲西

公園） 

※ 別添「仕様書」を参照のこと。 

（4）入 札 方 式　　一般競争入札とする。 

（5）履 行 場 所　　箕面市粟生間谷西地内ほか 

（6）予 定 価 格 　 予定価格は総額で定める。 

（7）最低制限価格　　無 

（8）地方自治法（昭和22年法律第67号）、地方自治法施行令（昭和22年政令第16

号。以下「令」という。）その他関係法令に則ること。 

（9）箕面市契約規則(昭和55年規則第40号）その他本市の条例、規則等の規定を遵

守すること。 

 

２ 入札参加資格 

本入札に参加する者（以下「入札者」という。）は、次に掲げる条件を全て満た

していなければならない。 

（1）令和８年４月１日現在で箕面市入札参加有資格者名簿（測量・建設コンサル

タント）に登載されており、参加希望業種が【建築設計】で登録されているこ

と。 

（2）令第167条の4第1項の規定に該当しない者であること。 

（3）令第167条の4第2項各号のいずれかに該当する事実があった後3年を経過しな

い者（当該事実と同一の事由により箕面市競争入札参加者指名停止要綱（平成

8年箕面市訓令第2号。以下「指名停止要綱」という。）に基づく指名停止を受

けている者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入

札代理人として使用する者でないこと。 

（4）入札公告日現在において、引き続き2年以上の営業実績があること。 

（5）営業を行うにつき、法令などの規定により官公署の免許、許可又は認可を受

けていること。 

（6）法人税、所得税、事業税、市税、消費税及び地方消費税を納付しているこ
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と。 

（7）金融機関から取引の停止を受けた者そのほかの経営状態が著しく不健全であ

ると認められる者でないこと。 

（8）会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第1項の規定による更生手続開始

の申立てをしていない者又は同条第2項の規定による更生手続開始の申立てを

なされていない者であること。ただし、同法第199条又は第200条の規定により

更生計画が認可された者については、更生手続開始の申立てをしなかった者又

は申立てをなされなかった者とみなす。 

（9）会社更生法に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成11年法律第

225号）第21条の規定に基づく再生手続開始の申立てをしていない者又は申立

てをなされていない者であること。ただし、更生手続開始又は再生手続開始の

決定後、新たに本市競争入札参加資格審査の申請を行い、資格要件を有すると

認められた者は除く。 

（10）本入札の公告日から落札決定までの間において、指名停止要綱に基づく指名

停止措置の期間がない者であること。 

（11）指名停止要綱別表に定める指名停止基準に該当する者でないこと。 

（12）本入札の公告日から落札決定までの間において、箕面市建設工事等暴力団対

策措置要綱に基づく指名除外措置の期間がない者であること。 

（13）入札の公告の日から落札決定までの間に本市との訴訟が係属している期間が

ない者であること。 

（14）建設業法(昭和24年法律第100号)の適用を受ける工事にあっては、同法第3条

第1項の許可及び同法第27条の23第2項に規定する経営事項審査を受けている者

であること。また、建設業法第27条の27及び同法第27条の29に規定する「経営

規模等評価結果通知書、総合評定値通知書」の『その他の審査項目(社会性

等)』で社会保険等(雇用保険、健康保険及び厚生年金保険)加入状況が「有」

または「除外」であること。  

（15）大阪府内の公共施設で申請業務を行った実績を有する者であること。 
 

３ 入札事務の担当部署 

〒562-0003 

箕面市西小路4丁目6番1号 

箕面市総務部契約検査課（箕面市役所別館6階　TEL：072-724-6714） 

※入札説明書等の資料は、電子入札システムから入札者が各自取得すること。 

 

４ 入札参加資格の確認 

　入札に参加しようとする者は、以下のとおり必要書類（以下「申請書等」とい
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う。）を提出すること。 

（1）提出書類（各1部） 

①入札参加資格確認申請（電子入札システム内） 

②指名停止基準該当申告書（別記様式） 

③２(15)に係る業務を証明する書類（例：契約書の写し、発注者が作成した履

行証明書又は履行確認ができるもの。 

（2）上記（1）②に基づき、本市の指名停止を行う場合がある。また、落札決定後

に当該申告書の内容に虚偽が認められたときは、指名停止又は有資格者の登録

の取り消し、契約の解除、違約損害金の請求を行う場合がある。 
　　箕面市競争入札参加者指名停止要綱については、箕面市ホームページに掲載し

ている。 
（3）提出方法 

電子入札システム（締切日必着）により、令和８年５月１３日（水）午後5時

までに上記(1)①の添付ファイルに加えて提出すること。 

（4）申請書等の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。 

（5）入札参加資格の確認は、入札参加資格確認申請等の提出期限の日現在をもっ

て行うものとし、その結果を入札参加資格確認通知により、電子入札システム

で通知する。 

（6）入札参加資格がないと認められた者は、通知を受けた日の翌日から起算して7

日（休日を除く。）以内に、書面により無資格理由について説明を求めること

ができる。 

 

５ 質疑書に関する事項 

（1）公告、入札説明書、仕様書等関係書類に関して質問がある場合は、質疑書に

必要事項を記入の上、メールで送信すること。 

（2）質疑書の提出期限：令和８年５月１９日（火）午後5時まで（必着） 

（3）送信先アドレス：kenchiku@maple.city.minoh.lg.jp 

メール件名は、「公園トイレ更新に伴う申請委託（粟生南・間谷南・新稲西公

園）質疑書（事業者名）」とし、宛先担当部署は、箕面市都市計画部 建築課

（TEL：072-724-6947）とする。 

（4）質疑及び回答は、箕面市電子入札システムのお知らせ内の【質疑回答】

（http://www.nyusatsu.ebid-

osaka.jp/pan/PAN090.do?KIKAN_NO=0220&SCREEN_ID=PAN090&PARAM=030）に随

時掲載する。 

※公告、入札説明書のうち、電子入札システムに係るご質問については、質疑書に

よらず入札事務の担当部署あてお電話にてお問い合わせください。 
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※電子入札システムの詳しい操作方法に関しては、「市ホームページ＞産業・まち

づくり＞入札・契約＞入札情報＞電子入札システムの導入について＞電子入札

システムマニュアル」も併せてご参照ください。 

 

６ 電子契約の希望に関する事項 

　落札した場合に、電子契約書(電磁的記録による契約書)で契約を希望する者は、

入札日の前日までに、「電子契約利用申請書(※)」に必要事項を記入の上、箕面市

総務部契約検査課宛にメールで送信すること 

送信先アドレス：denshikeiyaku@maple.city.minoh.lg.jp 

※「電子契約利用申請書」は、「市ホームページ＞産業・まちづくり＞入札・契約

＞入札に関する様式・要領など＞電子契約の導入について」に掲載しています。

([箕面市　電子契約]で検索してください。) 

 

７ 入札の日時・方法等 

（1）入札の日時 

令和８年５月２８日（木）午前9時から午後4時まで 

（2）入札の方法 

・入札は電子入札システムで行うこととする。 

・入札書等の入力は注意して正確に行い、入札書送信画面において確認を行っ

てから入札書等の提出を行うこと。 

・入札者は、見積もった契約希望金額の110分の100に相当する金額（消費税等

相当額を減じた金額）を電子入札システムに入力すること。 

・入札書等の提出は、入札書受付締切予定日時までに完了すること。 

・パソコン等の利用環境により、送信が長時間となることがあるため、締切日　

時までに余裕をもって入札書等の提出を行うこと。 

・入札書等が正常に送信されたことを、入札状況一覧において確認すること。 

・発注案件概要で積算内訳書の提出が「有」の場合は、その積算額は入札額と

同額とし、電子入札システムで提出すること。 

・入札書受付票画面を印刷し、提出が完了したことを確認しておくこと。 

（3）入札書の作成及び提出に要する費用は、入札者の負担とする。 

（4）入札者は、自己の入札の完了後は、入札書の書換え、引換え又は撤回をする

ことができない。 

（5）その他入札方法等については、関係法令の定めるところによる。 

 

８ 開札方法・日時等 

（1）開札方法 
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 　 電子入札システムによる。 

（2）開札日時 

令和８年５月２９日（金）午前9時から午前12時まで 

（3）開札結果　 

開札結果は原則として開札日の 10 日後の午前 9時までに電子入札システムに

掲載の予定とする。 

(4)再度の入札 

1 回目の入札で落札決定しない場合、予定価格を事前公表していない入札に限

り再度の入札を行うことができるが、再度の入札は、１回を限度とする。再度の

入札を行う場合、開札日の翌営業日の午前 9 時から午後 4 時までに電子入札シ

ステムで入札することとし、その翌日に開札する。 

また、積算内訳書の提出が必要な場合は、別途、電子メールで箕面市総務部契

約検査課のメールアドレス（nyusatsukeiyaku@maple.city.minoh.lg.jp）へ提出

すること。 

（5) 落札となるべき同価格の入札をした者が2者以上あるときは、くじによって落

札者を決定する。 

 

９　落札者の決定方法 

（1）予定価格の制限の範囲内で最低の価格（最低制限価格を設けている場合は、

最低制限価格から消費税に相当する額を除いた額以上）をもって有効な入札を

行った入札者を落札者とする。 

（2）落札価格は、落札者が入札書に記載した入札価格に、当該価格の消費税等に

相当する額（当該金額に1円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた

額）を加算した額とする。 

（3）落札者の発表は、落札者決定次第、当該落札者に通知する。 

（4)落札者に対しては、契約書の締結方法（紙契約か電子契約か）、契約書の締結

手順、履行保証金額及び履行保証の方法（証書か現金か）について、電子メー

ルで連絡する。 

※電子契約の場合、上記「６　電子契約の希望に関する事項」の手続きが必要 

　　※履行保証を現金で納める場合、納付書を取りに来てもらうことも併せて連絡

する。 

 

10 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

（1）入札保証金は、免除する。ただし、落札者が正当な理由なく本契約を締結し

ない場合は、違約金として落札価格の100分の5に相当する金額を納付しなけれ

ばならないほか、競争入札の参加対象等について制限を受けることがある。 



7 

（2）契約の締結に際しては、契約金額の100分の10以上の契約保証金の納付を必要

とする。ただし、履行保証保険証券または公共工事履行保証証券の提供をもっ

て契約保証金の納付に代えることができる。 

 

11  契約書作成の要否 

（1）契約書は、市の指定する様式とする。 

「契約書（ひな形）」は箕面市ホームページに掲載している。 

（2）契約書の作成に要する経費は、落札者の負担とする。 

 

12 入札の無効 

以下に掲げる入札は、無効とする。 

（1）入札参加資格のない者のした入札 

（2）ICカード登録（利用者登録）のない入札又は記入事項の判読できない入札 

（3）入札保証金の納付を要する入札において、これを納付しない者又は入札保証

金が所定の率に達しない者がした入札 

（4）入札金額、くじ入力番号等、入札に必要な事項が未記入の入札 

（5）入札金額を改ざん又は訂正した入札 

（6）同一入札について入札者及びその代理人が二以上の入札をしたときは、その

全部の入札 

（7）同一入札について入札者及びその代理人がそれぞれ入札したときは、その全

部の入札 

（8）指定の日時までに提出又は到達しなかった入札 

（9）予定価格を超過した金額を記録した入札（予定価格を事前に公表した場合に

限る。） 

（10）最低制限価格又は失格基準価格を設けた入札において、当該価格に満たない

金額を記録した入札 

（11）積算内訳書の提出を求めている入札において、当該積算内訳書の提出がない

と認められた者のした入札 

（12）積算内訳書の提出を求めている入札において、提出された積算内訳書に未記

入の項目又は計算誤りがあった入札 

（13）入札談合の情報があった場合において、不正の事実のない旨の誓約書の提出

を求めたにもかかわらず、当該誓約書の提出をしない者のした入札 

（14）入札公告又は本説明書に定める入札方法によらない入札 

（15）申請書等に虚偽の記録をした者による入札 

（16）電子証明書を取得していない者のした入札 

（17）電子入札システムによらない入札 

（18）前各号に掲げるもののほか、入札の条件に違反した入札 
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13 調達手続の延期又は中止等に関する事項 

次のいずれかに該当したときは、当該入札を延期し、中止し、又はこれを取り消

すことがある。 

（1）入札者が相連合し、又は不穏の挙動をする等の場合であって、競争入札を公

正に執行することができない状態にあると認められるとき 

（2）天災その他やむを得ない事情が発生した場合であって、競争入札を公正に執

行することができない状態にあると認められるとき 

（3）調達を取りやめ、又は調達内容の仕様等に不備があったとき 

 

14 その他 

（1）提出された書類は、一切返却しない。 

（2）入札者の名称及び入札金額は、電子入札システム等で公表する。 

（3）消費税等について法改正その他国による制度の変更があった場合、契約金額

その他の取扱いについては、法改正その他の制度に基づき、定めるものとす

る。 

（4）契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 


